
令和3年(2021年)6月7日

議案第 41 号 専決処分につき承認を求めることについて
(令和3年度(2021年度)彦根市一般会計補正予算(第4号))

議案第 42 号 令和3年度(2021年度)彦根市一般会計補正予算(第5号)

議案第 43 号 令和3年度(2021年度)彦根市介護保険事業特別会計補正予算(第1号)

議案第 44 号 彦根市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例案

議案第 45 号 彦根市職員の服務の宣誓に関する条例および彦根市公平委員会の委員の服務の
宣誓に関する条例の一部を改正する条例案

議案第 46 号 彦根市市税条例の一部を改正する条例案

議案第 47 号 彦根市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例案

議案第 48 号 彦根市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関する基準を定
める条例の一部を改正する条例案

議案第 49 号 彦根市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例の一部を
改正する条例案

議案第 50 号 彦根市国民健康保険条例および彦根市新型コロナウイルス感染症対策支援基金
の設置、管理および処分に関する条例の一部を改正する条例案

議案第 51 号 彦根市下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例案

議案第 52 号 彦根市水道事業給水条例の一部を改正する条例案

議案第 53 号 財産の取得につき議決を求めることについて

議案第 54 号 和解をすることについて

報告第 9 号 令和3年度(2021年度)一般財団法人彦根市事業公社の事業計画について

報告第 10 号 第34期彦根総合地方卸売市場株式会社の事業計画について

報告第 11 号 第25期株式会社夢京橋の事業計画について

報告第 12 号 第19期株式会社四番町スクエアの事業計画について

報告第 13 号 令和2年度(2020年度)彦根市繰越明許費繰越計算書について

報告第 14 号 令和2年度(2020年度)彦根市水道事業会計予算繰越しについて

報告第 15 号 令和2年度(2020年度)彦根市下水道事業会計予算繰越しについて

議　　　案　　　目　　　録

番　　号 件　　　　　　　　　　　　　　　　　名





議案第 44 号 

彦根市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例案 

上記の議案を提出する。 

令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

彦根市長 和 田 裕 行 

彦根市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例 

(目的) 

第 1 条 この条例は、情報通信技術を活用した行政の推進について、情報通信技術を利用する方

法により手続等を行うために必要となる事項を定めることにより、手続等に係る関係者の利

便性の向上ならびに行政運営の簡素化および効率化を図り、もって市民生活の向上に寄与す

ることを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 条例等 条例および規則等ならびに滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関す

る条例(平成 18 年滋賀県条例第 71 号)および滋賀県教育委員会の権限に属する事務の処理

の特例に関する条例(平成 11 年滋賀県条例第 48 号)により本市が処理することとされた事

務について規定する滋賀県の条例および滋賀県の執行機関の規則をいう。 

(2) 規則等 規則(地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 138 条の 2 に規定する規程を含

む。)、議会の規程および地方公営企業法(昭和 27 年法律第 292 号)第 10 条に規定する企業

管理規程をいう。 

(3) 市の機関等 次に掲げるものをいう。

ア 地方自治法第 2 編第 7 章の規定により設置される本市の執行機関もしくは当該執行機関

に置かれる機関または本市の議会 

イ アに掲げる機関の職員であって、法令または条例等の規定により独立に権限を行使する

ことを認められたもの 
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ウ 地方自治法第 244 条の 2 第 3 項に規定する指定管理者 

(4) 書面等 書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形その他の

人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。 

(5) 署名等 署名、記名、自署、連署、押印その他氏名または名称を書面等に記載すること

をいう。 

(6) 電磁的記録 電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。 

(7) 申請等 申請、届出その他の条例等の規定に基づき市の機関等に対して行われる通知を

いう。 

(8) 処分通知等 処分(行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為をいう。)の通知その

他の条例等の規定に基づき市の機関等が行う通知(不特定の者に対して行うものを除く。)

をいう。 

(9) 縦覧等 条例等の規定に基づき市の機関等が書面等または電磁的記録に記録されている

事項を縦覧または閲覧に供することをいう。 

(10) 作成等 条例等の規定に基づき市の機関等が書面等または電磁的記録を作成し、また

は保存することをいう。 

(11) 手続等 申請等、処分通知等、縦覧等または作成等をいう。 

(電子情報処理組織による申請等) 

第 3 条 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において書面等により行うことその

他のその方法が規定されているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、規則等で

定めるところにより、電子情報処理組織(市の機関等の使用に係る電子計算機(入出力装置を

含む。以下同じ。)とその手続等の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織をいう。以下同じ。)を使用する方法により行うことができる。 

2 電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等については、当該申請等に関する他

の条例等の規定に規定する方法により行われたものとみなして、当該条例等その他の当該申

請等に関する条例等の規定を適用する。 

3 電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等は、当該申請等を受ける市の機関等

の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時に当該市の機関等に到達

したものとみなす。 

4 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において署名等をすることが規定されて

いるものを電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当該署名等については、
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当該条例等の規定にかかわらず、電子情報処理組織を使用した個人番号カード(行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律(平成 25 年法律第 27 号)第 2 条

第 7 項に規定する個人番号カードをいう。第 7 条において同じ。)の利用その他の氏名または

名称を明らかにする措置であって規則等で定めるものをもって代えることができる。 

5 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において手数料または使用料の納付の方

法が規定されているものを電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当該手数

料または使用料の納付については、当該条例等の規定にかかわらず、電子情報処理組織を使

用する方法その他の情報通信技術を利用する方法であって規則等で定めるものをもってする

ことができる。 

6 申請等をする者について対面により本人確認をするべき事情がある場合、申請等に係る書面

等のうちにその原本を確認する必要があるものがある場合その他の当該申請等のうちに電子

情報処理組織を使用する方法により行うことが困難または著しく不適当と認められる部分が

ある場合として規則等で定める場合には、規則等で定めるところにより、当該申請等のうち

当該部分以外の部分につき、前各項の規定を適用する。この場合において、第 2 項中「行わ

れた申請等」とあるのは、「行われた申請等(第 6 項の規定により前項の規定を適用する部分

に限る。以下この項から第 5 項までにおいて同じ。)」とする。 

(電子情報処理組織による処分通知等) 

第 4 条 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において書面等により行う

ことその他のその方法が規定されているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、

規則等で定めるところにより、電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる。

ただし、当該処分通知等を受ける者が当該電子情報処理組織を使用する方法により受ける旨

の規則等で定める方式による表示をする場合に限る。 

2 電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等については、当該処分通知等に

関する他の条例等の規定に規定する方法により行われたものとみなして、当該条例等その他

の当該処分通知等に関する条例等の規定を適用する。 

3 電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等は、当該処分通知等を受ける者

の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時に当該処分通知等を受け

る者に到達したものとみなす。 

4 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において署名等をすることが規

定されているものを電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当該署名等につ

いては、当該条例等の規定にかかわらず、氏名または名称を明らかにする措置であって規則
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等で定めるものをもって代えることができる。 

5 処分通知等を受ける者について対面により本人確認をするべき事情がある場合、処分通知等

に係る書面等のうちにその原本を交付する必要があるものがある場合その他の当該処分通知

等のうちに電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難または著しく不適当と認

められる部分がある場合として規則等で定める場合には、規則等で定めるところにより、当

該処分通知等のうち当該部分以外の部分につき、前各項の規定を適用する。この場合におい

て、第 2 項中「行われた処分通知等」とあるのは、「行われた処分通知等(第 5 項の規定によ

り前項の規定を適用する部分に限る。以下この項から第 4 項までにおいて同じ。)」とする。 

(電磁的記録による縦覧等) 

第 5 条 縦覧等のうち当該縦覧等に関する他の条例等の規定において書面等により行うことが規

定されているもの(申請等に基づくものを除く。)については、当該条例等の規定にかかわら

ず、規則等で定めるところにより、当該書面等に係る電磁的記録に記録されている事項また

は当該事項を記載した書類により行うことができる。 

2 前項の電磁的記録に記録されている事項または書類により行われた縦覧等については、当該

縦覧等に関する他の条例等の規定により書面等により行われたものとみなして、当該条例等

その他の当該縦覧等に関する条例等の規定を適用する。 

(電磁的記録による作成等) 

第 6 条 作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定において書面等により行うことが規

定されているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、規則等で定めるところによ

り、当該書面等に係る電磁的記録により行うことができる。 

2 前項の電磁的記録により行われた作成等については、当該作成等に関する他の条例等の規定

により書面等により行われたものとみなして、当該条例等その他の当該作成等に関する条例

等の規定を適用する。 

3 作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定において署名等をすることが規定されて

いるものを第 1 項の電磁的記録により行う場合には、当該署名等については、当該条例等の

規定にかかわらず、氏名または名称を明らかにする措置であって規則等で定めるものをもっ

て代えることができる。 

(添付書面等の省略) 

第 7 条 申請等をする者に係る住民票の写しその他の規則等で定める書面等であって当該申請等

に関する他の条例等の規定において当該申請等に際し添付することが規定されているものに

ついては、当該条例等の規定にかかわらず、市の機関等が、当該申請等をする者が行う電子
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情報処理組織を使用した個人番号カードの利用その他の措置であって当該書面等の区分に応

じ規則等で定めるものにより、直接に、または電子情報処理組織を使用して、当該書面等に

より確認すべき事項に係る情報を入手し、または参照することができる場合には、添付を要

しない。 

(情報通信技術を活用した行政の推進に関する状況の公表) 

第 8 条 市長は、電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる市の機関等に係る申

請等および処分通知等その他この条例の規定による情報通信技術を活用した行政の推進に関

する状況について、インターネットの利用その他の方法により随時公表するものとする。 

(委任) 

第 9 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則等で定める。 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

(彦根市行政手続条例の一部改正) 

2 彦根市行政手続条例(平成 8 年彦根市条例第 25 号)の一部を次のように改正する。 

第 8 条第 1 項中「添付書類」の次に「その他の申請の内容」を加える。 
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議案第 45 号 

彦根市職員の服務の宣誓に関する条例および彦根市公平委員会の委員の服務の宣誓に関する条

例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

 

 

 

 

 

彦根市職員の服務の宣誓に関する条例および彦根市公平委員会の委員の服務の宣誓に関

する条例の一部を改正する条例 

 

 (彦根市職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正) 

第 1 条 彦根市職員の服務の宣誓に関する条例(昭和 26 年彦根市条例第 9 号)の一部を次のよう

に改正する。 

 第 2 条第 1 項中「者は、任命権者または任命権者の定める上級の公務員、」を「者およ

び」に改め、「彦根市教育委員会の委任を受けた者の面前において」を削り、「宣誓書に署

名してから」を「宣誓書を任命権者に提出してから」に改める。 

 別記中「印」を削り、別記を別記様式とする。 

 (彦根市公平委員会の委員の服務の宣誓に関する条例の一部改正) 

第 2 条 彦根市公平委員会の委員の服務の宣誓に関する条例(昭和 41 年彦根市条例第 30 号)の

一部を次のように改正する。 

第 2 条中「、市長の面前において」を削り、「宣誓書に署名してから」を「宣誓書を市長

に提出してから」に改める。 

別記様式中「㊞」を削る。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 46 号 

彦根市市税条例の一部を改正する条例案 

上記の議案を提出する。 

令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

 

 

 

 

 

彦根市市税条例の一部を改正する条例 

 

彦根市市税条例(昭和 25 年彦根市条例第 23 号)の一部を次のように改正する。 

第 25 条第 2 項中「および扶養親族」の次に「(年齢 16 歳未満の者および控除対象扶養親族に

限る。以下この項において同じ。)」を加える。 

第 34 条の 6 第 1 項第 1 号中「関する寄附金(」の次に「出資に関する業務に充てられること

が明らかなものおよび」を加える。 

第 36 条の 3 の 3 第 1 項中「控除対象扶養親族を除く」を「年齢 16 歳未満の者に限る」に改

める。 

付則第 5 条の 3 第 1 項中「および扶養親族」の次に「(年齢 16 歳未満の者および控除対象扶

養親族に限る。以下この項において同じ。)」を加える。 

付則第 6 条の 3 中「令和 4 年度」を「令和 9 年度」に改める。 

付則第 7 条の 2 第 18 項中「同意導入促進基本計画」の次に「(中小企業等経営強化法(平成 11

年法律第 18 号)第 50 条第 2 項に規定する同意導入促進基本計画をいう。)」を加え、「同条」

を「法附則第 64 条」に、「家屋および構築物」を「特例対象資産」に改める。 

付 則 

(施行期日) 

第 1 条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第 34 条の 6 第 1 項第 1 号の改正規定および付則第 6 条の 3 の改正規定ならびに次条第 1

項の規定 令和 4 年 1 月 1 日 

(2) 第 25 条第 2 項および第 36 条の 3 の 3 第 1 項の改正規定ならびに付則第 5 条の 3 第 1 項
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の改正規定ならびに次条第 2 項の規定 令和 6 年 1 月 1 日 

(3) 付則第 7 条の 2 第 18 項の改正規定および付則第 3 条の規定 産業競争力強化法等の一

部を改正する等の法律(令和 3 年法律第 号)附則第 1 条第 2 号に掲げる規定の施行の日 

(市民税に関する経過措置) 

第 2 条 この条例による改正後の彦根市市税条例(以下「新条例」という。)第 34 条の 6 第 1 項

第 1 号の規定は、所得割の納税義務者がこの条例の施行の日以後に支出する同号に規定する

寄附金または金銭について適用し、所得割の納税義務者が同日前に支出したこの条例による

改正前の彦根市市税条例第 34 条の 6 第 1 項第 1 号に規定する寄附金または金銭については、

なお従前の例による。 

2 新条例の規定中個人の市民税に関する部分は、令和 6 年度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し、令和 5 年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

(固定資産税に関する経過措置) 

第 3 条 地方税法等の一部を改正する法律(令和 2 年法律第 26 号)の施行の日から令和 3 年 3 月

31 日までの期間(以下この項において「適用期間」という。)内に地方税法等の一部を改正す

る法律(令和 3 年法律第 7 号。次項において「改正法」という。)第 1 条の規定による改正前

の地方税法(昭和 25 年法律第 226 号)附則第 64 条に規定する中小事業者等(以下この項におい

て「中小事業者等」という。)が取得(同条に規定する取得をいう。以下この項において同

じ。)をした同条に規定する家屋および構築物(中小事業者等が、同条に規定するリース取引

(以下この項において「リース取引」という。)に係る契約により家屋および構築物を引き渡

して使用させる事業を行う者が適用期間内に取得をした同条に規定する先端設備等に該当す

る家屋および構築物を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該家

屋および構築物を含む。)に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

2 新条例付則第 7 条の 2 第 18 項の規定は、令和 3 年 4 月 1 日以後に改正法第 1 条の規定によ

る改正後の地方税法附則第 64 条に規定する中小事業者等(以下この項において「中小事業者

等」という。)が取得(同条に規定する取得をいう。以下この項において同じ。)をした同条に

規定する特例対象資産(以下この項において「特例対象資産」という。)(中小事業者等が、同

条に規定するリース取引(以下この項において「リース取引」という。)に係る契約により特

例対象資産を引き渡して使用させる事業を行う者が当該特例対象資産のうち、機械および装

置、工具、器具および備品ならびに同条に規定する建物附属設備にあっては生産性向上特別

措置法(平成 30 年法律第 25 号)の施行の日以後、家屋および構築物にあっては地方税法等の

一部を改正する法律(令和 2 年法律第 26 号)の施行の日以後に取得をした同条に規定する先端
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設備等に該当する特例対象資産を、令和 3 年 4 月 1 日以後にリース取引により引渡しを受け

た場合における当該特例対象資産を含む。)に対して課する付則第 1 条第 3 号に掲げる規定の

施行の日の属する年の翌年の 1 月 1 日(当該施行の日が 1 月 1 日である場合には、同日)を賦

課期日とする年度以後の年度分の固定資産税について適用する。この場合において、令和 3

年 4 月 1 日から同号に掲げる規定の施行の日の前日までの間に取得をした特例対象資産に対

する新条例付則第 7 条の 2 第 18 項の規定の適用については、同項中「中小企業等経営強化法

(平成 11 年法律第 18 号)第 50 条第 2 項」とあるのは、「生産性向上特別措置法(平成 30 年法

律第 25 号)第 38 条第 2 項」とする。 
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議案第 47 号 

彦根市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

 

 

 

 

 

彦根市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

 

彦根市固定資産評価審査委員会条例(昭和 57 年彦根市条例第 32 号)の一部を次のように改正

する。 

第 5 条第 2 項中「の各号」を削り、同条中第 4 項を削り、第 5 項を第 4 項とし、第 6 項を第 5

項とする。 

第 8 条第 3 項中「署名押印しなければ」を「記名しなければ」に改める。 

第 9 条第 5 項中「記載し、提出者がこれに署名押印しなければ」を「記載しなければ」に改

め、同条第 8 項中「署名押印しなければ」を「記名しなければ」に改める。 

第 10 条第 2 項および第 11 条第 2 項中「署名押印しなければ」を「記名しなければ」に改め

る。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

-10-



議案第 48 号 

彦根市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例案 

上記の議案を提出する。 

令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

 

 

 

 

 

彦根市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

 

彦根市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例(平成

26 年彦根市条例第 34 号)の一部を次のように改正する。 

第 42 条第 4 項第 1 号中「第 24 条第 3 項」の次に「(同法附則第 73 条第 1 項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。)」を加え、同条第 5 項中「、次」を「次」に、「行う者」を

「行う施設」に改める。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 49 号 

彦根市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例案 

上記の議案を提出する。 

令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

 

 

 

 

 

彦根市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例 

 

彦根市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例(平成 26 年彦根市条例

第 35 号)の一部を次のように改正する。 

目次中「 第 3 節 小規模型事業所内保育事業(第 47 条・第 48 条)」を 
「 第 3 節 小規模型 

第 6 章 雑則(第 49 

事業所内保育事業(第 47 条・第 48 条) 

条)                」 
 に改める。 

 

第 6 条第 1 項中「第 3 号」を「以下この条」に改め、同項第 3 号中「この号」の次に「およ

び第 4 項第 1 号」を加え、同条第 5 項中「、次」を「次」に、「行う者」を「行う施設」に改

める。 

本則に次の 1 章を加える。 

  第 6 章 雑則 

(電磁的記録) 

第 49 条 家庭的保育事業者等およびその職員は、記録、作成その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他

文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物を

いう。以下この条において同じ。)で行うことが規定されているまたは想定されるものについ

ては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。)により行うことができる。 
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付 則 

この条例は、令和 3 年 7 月 1 日から施行する。ただし、第 6 条第 1 項および第 5 項の改正規

定は、公布の日から施行する。 
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議案第 50 号 

彦根市国民健康保険条例および彦根市新型コロナウイルス感染症対策支援基金の設置、管理お

よび処分に関する条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

 

 

 

 

 

彦根市国民健康保険条例および彦根市新型コロナウイルス感染症対策支援基金の設置、

管理および処分に関する条例の一部を改正する条例 

 

 (彦根市国民健康保険条例の一部改正) 

第 1 条 彦根市国民健康保険条例(平成 8 年彦根市条例第 26 号)の一部を次のように改正する。 

 付則第 8 項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成 24 年法律第 31 号)附則第 1 条

の 2 に規定する新型コロナウイルス感染症(以下「新型コロナウイルス感染症」という。」を

「新型コロナウイルス感染症(病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス(令和 2 年 1

月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに

報告されたものに限る。)である感染症をいう。以下同じ。」に改める。 

 (彦根市新型コロナウイルス感染症対策支援基金の設置、管理および処分に関する条例の一部

改正) 

第 2 条 彦根市新型コロナウイルス感染症対策支援基金の設置、管理および処分に関する条例

(令和 2 年彦根市条例第 32 号)の一部を次のように改正する。 

第 1 条中「新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成 24 年法律第 31 号)附則第 1 条の 2

第 1 項に規定する新型コロナウイルス感染症(」を「新型コロナウイルス感染症(病原体がベ

ータコロナウイルス属のコロナウイルス(令和 2 年 1 月に、中華人民共和国から世界保健機関

に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。)である感染症を

いう。」に改める。 

付 則 

-14-



この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 51 号  

 彦根市下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

                            彦根市長  和 田 裕 行  

 

 

 

 

 

   彦根市下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

彦根市下水道事業の設置等に関する条例(令和元年彦根市条例第 13 号)の一部を次のように改

正する。 

第 3 条第 2 項第 2 号中「98,610 人」を「106,950 人」に改め、同項第 3 号中「50,537 立方メ

ートル」を「54,542 立方メートル」に改める。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 52 号 

彦根市水道事業給水条例の一部を改正する条例案 

上記の議案を提出する。 

令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

彦根市水道事業給水条例(平成 10 年彦根市条例第 5 号)の一部を次のように改正する。 

第 27 条第 1 項中「受水槽の設備を有する」を削り、「集合住宅等」の次に「(集合住宅その

他これに類するものとして管理者が別に定める建物をいう。次項において同じ。)」を加え、同

条第 2 項中「で受水槽以下の装置」を「の共用給水装置」に、「所有者の申請に基づき」を

「管理者の定めるところにより、」に、「管理者の定めるところにより」を「各戸に」に改める。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 53 号 

 財産の取得につき議決を求めることについて 

 上記の議案を提出する。 

  令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

 

 

 

 

 

   財産の取得につき議決を求めることについて 

 

 下記のとおり財産を取得することにつき、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 96 条第 1 項

第 8 号の規定および議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例(昭和

39 年彦根市条例第 15 号)第 3 条の規定により、議会の議決を求める。 

 

記 

 

1 取得する財産 

高規格救急自動車 

2 契約金額 

  35,232,760 円 

3 契約の相手方 

(1) 所在地  大津市本宮二丁目 9 番 12 号 

(2) 名 称  滋賀トヨタ自動車株式会社 

(3) 代表者  代表取締役 藤 敦 秀 二 

4 契約方法 

指名競争入札 
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議案第 54 号 

和解をすることについて 

上記の議案を提出する。 

令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

彦根市長 和 田 裕 行 

和解をすることについて 

 和解をすることについて、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 96 条第 1 項第 12 号の規定に

より、議会の議決を求める。 

記 

1 事件名 

大阪高等裁判所 令和 2 年(ネ)第 1574 号 地位確認等請求控訴事件 

2 相手方 

(1) 相手方 1

ア 住 所 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

イ 氏 名 〇 〇 〇 〇 

(2) 相手方 2

ア 住 所 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

イ 氏 名 〇 〇 〇 〇 

(3) 相手方 3

ア 住 所 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

イ 氏 名 〇 〇 〇 〇 

3 和解の理由 

裁判所からの和解勧告に従い、相手方らが裁判所から提示された和解条項案を受諾する旨の
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意思表示をしたことにより、早期にこの和解を成立させ、紛争の解決を図るため 

4 和解の内容 

別紙和解条項案のとおり 
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別紙 

和解条項案 

本件は、平成 30 年 3 月 31 日までの任期で彦根市消防団の役員を務めていた控訴人らが、①

彦根市消防団長は、彦根市消防団の推薦に基づき市長が任命することとされており、彦根市消防

団の推薦は、推薦委員会の全員一致による推薦をもってするのが確立した慣行であったところ、

平成 30 年 2 月 27 日に開催された推薦委員会において、〇〇〇〇(以下「〇〇」という。)を団長

に推薦することについて、控訴人〇〇および控訴人〇〇が反対したことから全員一致の推薦はな

く、よって、〇〇を消防団長に推薦する消防団の決議は不存在であると主張して、被控訴人に対

し、彦根市消防団の推薦委員会における〇〇を次期消防団長に推薦する決議が不存在であること

およびその後の彦根市消防団の〇〇を次期消防団長に推薦する行為が不存在であることの確認を

求め、②また、控訴人らが、同年 4 月以降も留任する意向を表明していたにもかかわらず、同年

3 月 31 日、〇〇が、控訴人らを退職(退団)扱いとしたため、同年 4 月 1 日以降、控訴人らが被

控訴人から非常勤公務員である彦根市消防団員として処遇されなくなったとして、被控訴人に対

し、控訴人らが彦根市消防団の団員の地位にあることの確認を求め、③さらに、〇〇が恣意的に

控訴人らを彦根市消防団から退職(退団)扱いし、彦根市長がこれを違法に承認したこと等により、

控訴人らが精神的苦痛を被ったと主張して、被控訴人に対し、国家賠償法(昭和 22 年法律第 125

号)第 1 条 1 項に基づき、損害賠償を請求する事案である。 

本件においては、彦根市消防団の役員の任期満了時に提出する辞職願の意味や、消防団員を

退団させる際の消防団長の裁量の有無やその範囲が争点になり、また、消防団長を推薦するため

の推薦委員会において推薦する旨を決定するための要件等が争点となった。 

彦根市消防団は、彦根市の非常備消防機関として、彦根市の消防、防災に欠くことのできな

い組織であり、彦根市消防団員は彦根市の非常勤の特別職公務員の地位にあり、消防団長は消防

団の推薦に基づき市長が任命し、消防団員は消防団長が市長の承認を得て任命するものである。

このような事項に関して発生した本件紛争を収束させ、彦根市消防団の運営について良好な基盤

を構築するため、当事者双方は本和解をする。 

1 控訴人らは、本件における上記の争点に関連して、次の点を主張した。 

(1) 消防団員の基本的性質はボランティアであり、消防団員の入団、退団のあり方や役員の

選任の方法は、消防団がボランティアの集まりであることにふさわしいものでなければな

らない。 

(2) 消防団長推薦のための彦根市消防団の推薦委員会では、少なくとも現存の記録上は、推
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薦委員全員が賛成し、全員が推薦の署名をしていた。 

(3) 平成 30 年 2 月 27 日に開催された推薦委員会の席上配布された別紙「消防団長の推薦手

順(参考)」は、彦根市消防団において同年より前に実際にとられていた消防団長の推薦手

順を記したものではない。 

(4) 平成 30 年 3 月に控訴人らが彦根市消防団からの退団予定者とされるに当たり、そのこ

とは控訴人ら自身にあらかじめ告げられなかった。そのため、控訴人らは、退団について、

自ら考慮する機会を持つことができず、退団に関し消防団長に意見を述べる機会が与えら

れず、消防団長との話合いの中での退団の必要性の検討や、退団への納得の機会の保障を

持つことができなかった。 

2 被控訴人は、本件における上記の争点を踏まえ、彦根市消防団の自主性・独立性を尊重しつ

つ、彦根市消防団との協議を踏まえ、必要に応じた条例、規則、彦根市消防団の規則類また

はマニュアル等の改訂をするよう努める。 

3 控訴人らは、本件の控訴審における和解期日において、以下のように感じている旨を述べた。 

(1) 被控訴人は、平成 30 年 3 月に控訴人らが彦根市消防団からの退団予定者とされるに当

たり、消防団長に対して、退団予定者に対する退団予定の告知と退団予定者との協議をさ

せるための働きかけを行わなかった。 

(2) 被控訴人は、彦根市消防団の彦根市消防における位置付けと彦根市消防団員の地位に鑑

み、彦根市消防団員の入団、退団、役員選任の手続が適正に行われるように、彦根市消防

団との協議と、必要に応じた助言を行うべきである。 

4 控訴人らは、その余の請求を放棄する。 

5 控訴人らおよび被控訴人は、本件に関し、本和解条項に定めるもののほか、控訴人らと被控

訴人との間には他に一切の債権債務が存しないことを相互に確認する。 

6 訴訟費用は、第 1、2 審を通じて各自の負担とする。 
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報告第 9 号 

令和 3 年度(2021 年度)一般財団法人彦根市事業公社の事業計画について 

 

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 243 条の 3 第 2 項の規定により、令和 3 年度(2021 年

度)の一般財団法人彦根市事業公社の事業の計画に関する書類を、別添のとおり提出する。 

令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

彦根市長  和 田 裕 行 
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報告第 10 号 

第 34 期彦根総合地方卸売市場株式会社の事業計画について 

 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 243 条の 3 第 2 項の規定により、第 34 期彦根総合地方

卸売市場株式会社の事業の計画に関する書類を、別添のとおり提出する。 

  令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

彦根市長  和 田 裕 行 
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報告第 11 号 

第 25 期株式会社夢京橋の事業計画について 

 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 243 条の 3 第 2 項の規定により、第 25 期株式会社夢京

橋の事業の計画に関する書類を、別添のとおり提出する。 

  令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

彦根市長  和 田 裕 行 
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報告第 12 号 

第 19 期株式会社四番町スクエアの事業計画について 

 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 243 条の 3 第 2 項の規定により、第 19 期株式会社四番

町スクエアの事業の計画に関する書類を、別添のとおり提出する。 

  令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

彦根市長  和 田 裕 行 
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報告第 13 号 

   令和 2 年度(2020 年度)彦根市繰越明許費繰越計算書について 

 

 令和 2 年度(2020 年度)彦根市一般会計予算のうち、繰越明許費に係る歳出予算の経費を次の

とおり繰り越したので、地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 146 条第 2 項の規定により

報告する。 

  令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

                            彦根市長  和 田 裕 行   
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報告第 14 号 

   令和 2 年度(2020 年度)彦根市水道事業会計予算繰越しについて 

 

 令和 2 年度(2020 年度)彦根市水道事業会計予算の一部を次のとおり繰り越したので、地方公

営企業法(昭和 27 年法律第 292 号)第 26 条第 3 項の規定により報告する。 

  令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

                            彦根市長  和 田 裕 行   
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設

管
撤

去
工

事
を

施
工

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
た

め
繰

り
越

す
も

の

R
2
 
西

葛
籠

町
ほ

か
配

水
管

布
設

替
工

事
(
西

葛
籠

町
ほ

か
)

3
9
,
9
5
7

3
9
,
9
5
7

1
7
,
5
8
9

2
2
,
3
6
8

下
水

道
工

事
に

伴
う

配
水

管
布

設
替

工
事

で
あ

る
が

、
水

道
工

事
は

共
同

施
工

し
て

い
る

も
の

の
、

部
分

的
に

単
独

施
工

分
の

布
設

替
工

事
や

仮
設

管
撤

去
工

事
を

施
工

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
た

め
繰

り
越

す
も

の

R
2
 
海

瀬
町

配
水

管
布

設
替

工
事

(
海

瀬
町

)
9
,
0
5
5

9
,
0
5
5

1
,
1
8
4

7
,
8
7
1

下
水

道
工

事
に

伴
う

配
水

管
布

設
替

工
事

で
あ

る
が

、
水

道
工

事
は

共
同

施
工

し
て

い
る

も
の

の
、

部
分

的
に

単
独

施
工

分
の

布
設

替
工

事
や

仮
設

管
撤

去
工

事
を

施
工

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
た

め
繰

り
越

す
も

の

R
2
 
正

法
寺

町
配

水
管

布
設

替
工

事
(
正

法
寺

町
)

2
2
,
6
3
6

2
2
,
6
3
6

1
5
,
7
8
2

6
,
8
5
4

下
水

道
工

事
に

伴
う

配
水

管
布

設
替

工
事

で
あ

る
が

、
水

道
工

事
は

共
同

施
工

し
て

い
る

も
の

の
、

部
分

的
に

単
独

施
工

分
の

布
設

替
工

事
や

仮
設

管
撤

去
工

事
を

施
工

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
た

め
繰

り
越

す
も

の

R
2
 
宇

尾
町

ほ
か

配
水

管
布

設
替

詳
細

設
計

委
託

業
務

(
宇

尾
町

ほ
か

)

6
,
7
3
2

6
,
7
3
2

6
,
7
3
2

老
朽

管
更

新
計

画
に

基
づ

き
実

施
す

る
も

の
で

あ
る

が
、

関
係

機
関

と
の

調
整

に
よ

り
時

間
を

要
し

た
た

め
繰

り
越

す
も

の

R
2
 
松

原
町

水
管

橋
詳

細
設

計
委

託
業

務
(
松

原
町

)
4
,
7
3
0

4
,
7
3
0

4
,
7
3
0

老
朽

管
更

新
計

画
に

基
づ

き
実

施
す

る
も

の
で

あ
る

が
、

関
係

機
関

と
の

調
整

に
よ

り
時

間
を

要
し

た
た

め
繰

り
越

す
も

の
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（
単

位
　

千
円

）

企
業

債
国

　
庫

補
助

金
工

　
事

負
担

金
既

収
入

特
定

財
源

損
益

勘
定

留
保

資
金

左
の

財
源

内
訳

説
　

　
　

　
　

　
　

　
明

翌
年

度
繰

越
額

令
和

2年
度

（
20
20
年
度
）
彦
根
市
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

　
　

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6
条

第
1
項

の
規

定
に

よ
る

建
設

改
良

費
の

繰
越

額

款
項

事
業

名
予

　
算

計
　

上
　

額
支

払
義

務
発

生
額

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

R2
 彦

根
市

水
道

ビ
ジ

ョ
ン

お
よ

び
彦

根
市

水
道

事
業

第
3期

中
期

経
営

計
画

見
直

し
委

託
業

務

7
,
5
0
0

7
,
5
0
0

7
,
5
0
0

水
道

ビ
ジ

ョ
ン

お
よ

び
第

3期
中

期
経

営
計

画
の

見
直

し
に

つ
い

て
は

2箇
年

で
の

実
施

を
計

画
し

て
お

り
、

令
和

3年
度

の
業

務
完

了
後

一
括

で
費

用
を

支
払

う
こ

と
と

な
っ

て
い

る
た

め
繰

り
越

す
も

の

上
水

道
台

帳
シ

ス
テ

ム
バ

ー
ジ

ョ
ン

ア
ッ

プ
委

託
業

務
1
6
,
4
6
7

1
6
,
4
6
7

1
6
,
4
6
7

現
在

稼
働

中
の

上
水

道
台

帳
シ

ス
テ

ム
を

最
新

の
利

用
環

境
に

適
合

さ
せ

る
も

の
で

あ
る

が
、

関
係

機
関

と
の

調
整

に
よ

り
時

間
を

要
し

た
た

め
繰

り
越

す
も

の

上
水

道
積

算
シ

ス
テ

ム
バ

ー
ジ

ョ
ン

ア
ッ

プ
委

託
業

務
1
4
,
4
7
6

1
4
,
4
7
6

1
4
,
4
7
6

現
在

稼
働

中
の

上
水

道
積

算
シ

ス
テ

ム
を

最
新

の
利

用
環

境
に

適
合

さ
せ

る
も

の
で

あ
る

が
、

関
係

機
関

と
の

調
整

に
よ

り
時

間
を

要
し

た
た

め
繰

り
越

す
も

の

上
水

道
台

帳
シ

ス
テ

ム
バ

ー
ジ

ョ
ン

ア
ッ

プ
委

託
業

務
 
機

器
購

入
費

8
,
0
0
0

8
,
0
0
0

8
,
0
0
0

上
水

道
積

算
シ

ス
テ

ム
バ

ー
ジ

ョ
ン

ア
ッ

プ
委

託
業

務
の

執
行

に
伴

い
、

上
下

水
道

部
事

務
所

の
新

庁
舎

移
転

時
期

と
の

調
整

を
必

要
と

す
る

た
め

繰
り

越
す

も
の

　
計

1
,
0
3
8
,
1
4
2

5
2
2
,
6
8
2

4
3
,
6
0
9

4
7
9
,
0
7
3

-34-



（
単
位
　
千
円
）

企
業

債
国

　
庫

補
助

金
工
　
事

負
担
金

既
収
入

特
定
財
源

損
益
勘
定

留
保
資
金

水
道

事
業

費
営

業
費
用

R2
 高

宮
町
配
水
管

布
設
替
工
事

(高
宮
町
)

19
,4
23

19
,4
23

1
9
,
4
2
3

下
水

道
工

事
に

伴
う

配
水

管
布

設
替

工
事

で
あ

る
が

、
水

道
工

事
は

共
同

施
工

し
て

い
る

も
の

の
、

部
分

的
に

単
独

施
工

分
の

布
設

替
工

事
や

仮
設

管
撤

去
工

事
を

施
工

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
た

め
繰

り
越

す
も

の

R2
 西

葛
籠
町
ほ
か

配
水
管
布
設
替
工
事

(西
葛
籠
町
ほ
か
)

15
,2
86

15
,2
86

1
5
,
2
8
6

下
水

道
工

事
に

伴
う

配
水

管
布

設
替

工
事

で
あ

る
が

、
水

道
工

事
は

共
同

施
工

し
て

い
る

も
の

の
、

部
分

的
に

単
独

施
工

分
の

布
設

替
工

事
や

仮
設

管
撤

去
工

事
を

施
工

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
た

め
繰

り
越

す
も

の

R2
 海

瀬
町
配
水
管

布
設
替
工
事

(海
瀬
町
)

3,
64
9

3,
64
9

3
,
6
4
9

下
水

道
工

事
に

伴
う

配
水

管
布

設
替

工
事

で
あ

る
が

、
水

道
工

事
は

共
同

施
工

し
て

い
る

も
の

の
、

部
分

的
に

単
独

施
工

分
の

布
設

替
工

事
や

仮
設

管
撤

去
工

事
を

施
工

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
た

め
繰

り
越

す
も

の

計
38
,3
58

38
,3
58

3
8
,
3
5
8

令
和
2年

度
（
20

20
年
度
）
彦
根
市
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

説
　
　
　
　
　
　
　
　
明

左
の
財
源
内
訳

翌
年

度
繰

越
額

　
　

地
方

公
営

企
業

法
第
26

条
第
2項

た
だ
し
書
の

規
定

に
よ

る
事

故
繰

越
額

款
項

事
業
名

予
　

　
算

計
上

額
支

払
義

務
発

生
額
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報告第 15 号 

   令和 2 年度(2020 年度)彦根市下水道事業会計予算繰越しについて 

 

 令和 2 年度(2020 年度)彦根市下水道事業会計予算の一部を次のとおり繰り越したので、地方

公営企業法(昭和 27 年法律第 292 号)第 26 条第 3 項の規定により報告する。 

  令和 3 年(2021 年)6 月 7 日 

                            彦根市長  和 田 裕 行   
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（
単

位
　

千
円

）

企
業
債

国
　
県

補
助
金

工
　

事
負
担

金
既

収
入

特
定

財
源

損
益

勘
定

留
保

資
金

資
本
的
支
出

建
設
改
良
費

公
共
下
水
道
事
業

40
1
,
85

2
40

1,
85

2
23

1,
30

0
14

7,
00

9
23
,5
43

関
係

機
関

と
の

調
整

に
不

測
の

日
数

を
要

し
、

設
計

・
契

約
事

務
等

に
遅

れ
が

生
じ

た
た

め
繰

り
越

す
も

の

特
定
環
境
保
全
公
共

下
水
道
事
業

88
,
14

9
88

,1
49

48
,9

00
34

,4
27

4,
82
2

関
係

機
関

と
の

調
整

に
不

測
の

日
数

を
要

し
、

設
計

・
契

約
事

務
等

に
遅

れ
が

生
じ

た
た

め
繰

り
越

す
も

の

浸
水
対
策
下
水
道
事

業
(
雨
水
対
策
)

85
,
50

0
85

,5
00

38
,4

00
42

,7
00

4,
40
0

関
係

事
業

者
と

の
協

議
に

不
測

の
日

数
を

要
し

た
た

め
繰

り
越

す
も

の

下
水
道
台
帳
シ
ス
テ

ム
バ
ー
ジ
ョ
ン
ア
ッ

プ
委
託
業
務

4
,7

5
5

4,
75

5
4,
75
5

現
在

稼
働

中
の

下
水

道
台

帳
シ

ス
テ

ム
を

最
新

の
利

用
環

境
に

適
合

さ
せ

る
も

の
で

あ
る

が
、

関
係

機
関

と
の

調
整

に
よ

り
時

間
を

要
し

た
た

め
繰

り
越

す
も

の

下
水

道
台

帳
シ

ス
テ

ム
バ

ー
ジ

ョ
ン

ア
ッ

プ
委

託
業

務
 機

器
購

入
費

3
,0

0
0

3,
00

0
3,
00
0

下
水

道
台

帳
シ

ス
テ

ム
バ

ー
ジ

ョ
ン

ア
ッ

プ
委

託
業

務
の

執
行

に
伴

い
、

上
下

水
道

部
事

務
所

の
新

庁
舎

移
転

時
期

と
の

調
整

を
必

要
と

す
る

た
め

繰
り

越
す

も
の

　
計

58
3
,
25

6
58

3,
25

6
31

8,
60

0
22

4,
13

6
40
,5
20

左
の
財

源
内

訳
説

　
　

　
　

　
　

　
　

明
翌
年
度

繰
越
額

令
和

2
年

度
（

2
0
2
0
年

度
）

彦
根

市
下

水
道

事
業

会
計

予
算

繰
越

計
算

書

　
　
地
方
公
営
企
業
法
第
26
条
第
1項

の
規
定
に
よ
る

建
設
改
良
費
の
繰
越
額

款
項

事
業
名

予
　
算

計
　
上
　
額

支
払
義
務

発
生
額
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